
電気用品安全法の解釈 － 電気用品安全法に関する質問について

電気用品安全法に関する質問について

平成２０年１２月１２日 製品安全課

項 目 Ｊ５５０２２（Ｈ２０）の解釈について

１ 内容

平成２０年６月１７日付で改正した省令第２項基準のうち、Ｊ５５０２２（Ｈ

２０）「情報技術装置からの妨害波の許容値及び測定法」の１．適用及び目的に

おいて、「なお、Ｊ５５００１に適合するものにあっては、本規格の適用を除外

できる。」とあります。一方、同日付で改正したＪ５５００１(Ｈ２０)「雑音の

強さの規定」の適用範囲においては、「この規定は、次に掲げる基準が適用され

るものについては適用しない。」として、Ｊ５５０２２（Ｈ２０）は、この適用

しない基準に掲げられており、矛盾が生じていると考えられます。Ｊ５５０２２

（Ｈ２０）が適用できる製品は、Ｊ５５００１(Ｈ２０)を適用できないと考えて

よろしいですか。

２ 回答

Ｊ５５０２２（Ｈ２０）「情報技術装置からの妨害波の許容値及び測定法」が

適用される機器に対して、Ｊ５５００１(Ｈ２０)「雑音の強さの規定」を適用す

ることはできません。

今回、Ｊ５５０２２（Ｈ２０）と同日付で、Ｊ５５００１(Ｈ２０)についても

改正を実施しております。Ｊ５５００１(Ｈ２０)における改正内容は、Ｊ５５０

１３（Ｈ１４）、Ｊ５５０１４－１（Ｈ２０）、Ｊ５５０１５（Ｈ２０）及びＪ

５５０２２（Ｈ２０）のいずれかの基準の適用範囲に該当する製品については、

Ｊ５５００１(Ｈ２０)を適用しないことを明確化致しました（下記【参考】参照）。

よって、Ｊ５５０２２（Ｈ２０）「情報技術装置からの妨害波の許容値及び

測定法」の１．適用及び目的において、「なお、Ｊ５５００１に適合するもの

にあっては、本規格の適用を除外できる。」と規定しておりますが、Ｊ５５０

０１(Ｈ２０)の「適用範囲」において、そもそもＪ５５０２２（Ｈ２０）を適

用する製品については適用しないと規定しているため、実際にはＪ５５０２２

（Ｈ２０）が適用される電気用品に対し、Ｊ５５００１(Ｈ２０)を適用すること

はできません。

【参考】Ｊ５５００１(Ｈ２０)「雑音の強さの規定」抜粋

（適用範囲）

この規定は、次に掲げる基準が適用されるものについては適用しない。

－Ｊ５５０１３（Ｈ１４）「音声及びテレビジョン放送受信機並びに関連機器

の無線妨害波特性の許容値及び測定法」

－Ｊ５５０１４－１（Ｈ２０）「家庭用電気機器、電動工具及び類似機器から

の妨害波の許容値及び測定法」

－Ｊ５５０１５（Ｈ２０）「電気照明及び類似機器の無線妨害波特性の許容値

及び測定法」

－Ｊ５５０２２（Ｈ２０）「情報技術装置からの妨害波の許容値及び測定法」


